
わが国の高齢化は世界に類を見ないスピードで進展し
ており，2000年には17.5％であった高齢化率が2025年に
は25.8％に達すると推計されている．特に，要介護状態
に陥り易いとされる後期高齢者の増加が予測され，その
結果，寝たきりや痴呆の高齢者の急速な増加が見こまれ
ている１）．
一方で，介護期間の長期化や介護者の高齢化，さらに
高齢者世帯の増加や扶養意識の変化，女性の社会進出等
から家庭の介護力は低下しており，介護を社会的に支え
る仕組みの創設が必要と考えられるようになった２）．こ
のため，国は，ゴールドプラン（1989），新ゴールドプ
ラン（1994），ゴールドプラン21（2000）を策定し，地
域で暮らす高齢者の在宅保健・医療・福祉サービスの基
盤整備をすすめてきた．同時に，2000年４月には新たな
介護制度として介護保険法が施行された．しかし，高齢
者の生活の質（QOL）を保障するためには，サービス
の基盤整備やサービスの一体的供給の他に，サービスを
提供する異職種間の連携が有機的に行なわれることが必

はじめに 要と思われる．ことに，在宅療養生活を支援する人的資
源の中核をなすものとして期待されている訪問看護師と
ホームヘルパーは，その業務内容が近接しており，効果
的・効率的な在宅ケアを提供するために両者間の連携は
不可欠と考えられる．
そこで，本研究は，訪問看護師とホームヘルパーが在
宅療養者に実施している個々のケア内容を分析し，両者
の連携のあり方を検討することを目的とした．
なお，本研究では連携の定義を，「連絡を取り合い協

力して適切で効果的・効率的なケアを提供すること」と
した．

１．対象

調査対象は，同一事例に対して，看護ケアを提供して
いるK市内訪問看護ステーション所属の訪問看護師（以
下看護師と略す）と，介護ケアを提供しているK市社会
福祉協議会所属のホームヘルパー（以下ヘルパーと略す）
である．

研究方法

本研究の目的は，地域で暮らす高齢者を支援するために訪問看護婦とホームヘルパーがどのように
連携しているかを明らかにすることである．対象は，同一事例にケアを提供する訪問看護婦とホーム
ヘルパーである．データ収集の方法は，半構成的面接調査を用いた．分析は，両者の面接逐語記録を
データとして，内容分析を行なった．
その結果，連携していると思われる文脈は268，連携していないと思われる文脈は234であった．

各々の文脈は13項目に分類され，それらは高齢者の日常生活全体を覆う問題を含んでいた．これら13
項目のうち，「医療看護処置」や「受診」では，「連携している」が「連携していない」よりも多かっ
た．一方，「心理面」や「環境整備」では，「連携していない」が「連携している」よりも多かった．
訪問看護婦とホームヘルパーが用いた連携の方法は６つであり，両者は，主にノートと電話を用い

て連携していた．
ホームヘルパーとの連携における訪問看護婦の役割は，専門職として保健医療の専門的知識技術を

提供し，準拠枠となり，安心の状況をつくることであると考えられた．また，連携の方法として，会
議や同行訪問が有効であると考えられた．
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２．調査方法

研究依頼は，K市高齢者サービス調整会議において市
内全ての訪問看護ステ－ション管理者並びにK市のホーム
ヘルプ事業一括委託を受けているK市社会福祉協議会代
表者に対して行なった．その後，研究協力の承諾が得られ
た訪問看護ステ－ションで，在宅療養高齢者39事例と看
護・介護ケアを実施している看護師とヘルパーを把握した．
調査方法は，事例毎に担当看護師と担当ヘルパーに半構

成的面接を行なった．面接内容は，看護師とヘルパーが
実施しているケア内容と看護師・ヘルパー相互の連絡・
相談・依頼に関して実際に行なっている内容である．面
接時間は約１時間とし，面接内容は承諾を得て録音した．
看護師とヘルパーの属性や該当事例の概要に関しては，
事前に作成した調査用紙を用いて情報収集を行なった．
調査期間は平成11年６月から８月であった．

３．分析方法

分析は面接調査遂語記録をデータとして，内容分析３）

を行なった．事例毎に看護師とヘルパーの面接内容を比
較検討しながら，実施したケアに関する記述のうち連携
したとみられる文脈を抽出しケア内容と方法について分
類した．また，実施したケアに関する記述のうち連携し
ていないとみられる文脈を抽出し，ケア内容について分
類した．

１．対象者の属性（表１）

看護師とヘルパーに面接調査を行った事例は35例であ
ったが，この35例を担当した看護師とヘルパーは，複数
の事例を担当する者があったため，面接した看護師は21
名，ヘルパーは26名であった．看護師の平均年齢は
37.5±6.4歳で，看護職としての平均経験年数は13年６ヶ
月であった．ヘルパーの平均年齢は45.0±８歳で，介護
職としての平均経験年数は５年５ヶ月であった．

研究結果

２．該当事例の概要（表２）

該当事例35例の性別は，男性９名，女性26名であった．
平均年齢は80.0±8.2歳で，75歳以上の後期高齢者は
71.4％であった．日常生活自立度（厚生省の判定基準）
は，Jランク８名，Aランク10名，Bランク10名，Cラン
ク７名であった．痴呆ありは14名，痴呆なしは19名であ
った．疾患は脳血管疾患とその後遺症が15名と最も多か
った．病態のレベルは全員が慢性期であった．在宅医療
看護処置を受けているものは13名で，浣腸，摘便，褥瘡
処置，吸引，膀胱カテーテル管理，経管栄養管理，在宅
酸素療法等であった．利用者の内１名は，訪問看護サー
ビスとホームヘルプサービスのみの利用で，他の在宅サ
ービスを利用していなかった．介護者については，同
居・別居にかかわらず介護者ありが25名，介護者なしが
10名であった．

３．連携したケア内容

面接内容を分析すると，連携したとみられる文脈は
268件で，ケア内容として51の細項目に分類した．細項
目は，利用者の生活構造に即して16の大項目に分類した．
さらに，看護師とヘルパーの職務にそって，サービスの
種類別に，「ADLに関する項目」，「医療・看護に関する
項目」，「社会的支援に関する項目」，「IADLに関する項
目」の４つに分類した（表３）．
連携したケア内容抽出件数を大項目別にみると，「疾

患」の61件が最も多く，次いで「社会資源」39件，「清
潔」27件，「受診」「心理社会面」「服薬」の18件の順で
あった（図１）．
サービスの種類別に抽出件数の多かった細項目をみる
と，「ADLに関する項目」では入浴介助10件，全身清拭
９件，排泄介助８件，食事摂取介助８件，「医療・看護
に関する項目」では症状への対応36件，服薬管理15件，
治療食・制限食への対応９件，受診のすすめ８件，受診
後の結果報告８件，「社会的支援に関する項目」では在
宅サービスの調整22件，在宅サービスの導入14件であっ
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た．「IADLに関する項目」での抽出件数は少なく，最も
多かった細項目は生活必需品の買い物の７件であった．
連携した具体的内容をみると，「ADLに関する項目」

のうち，入浴介助では実際の方法や負担軽減の方法，高
血圧等や気分不良時の入浴について連携していた．全身
清拭では，清拭の方法，自立支援の方法，負担軽減の方
法，発熱時や気分不良時の全身清拭について連携してい
た．排泄介助では，便器やオムツの使用に関して連携し
ていた．食事摂取介助では，実際の食事介助の方法，嚥
下困難時の誤嚥予防のための方法や食材の工夫等につい
て連携していた．「医療・看護に関する項目」のうち症
状の対応では，皮膚症状，痴呆症状，一般状態等に関し
て連携していた．治療食・制限食への対応では，塩分や
糖分の制限について連携していた．服薬管理では，服薬
カレンダーの作成や利尿剤・緩下剤・ステロイド剤の服
薬確認等，定期的な服用に関して連携していた．「社会
的支援に関する項目」のうち，在宅サービスの調整では，
訪問曜日や回数，ヘルパーサービス内容変更等について
連携していた．在宅サービスの導入では，訪問入浴，デ
イケア，ベッド，歩行支援用具等の在宅サービスを相談
しながら導入していた．

４．連携していないケア内容

連携していないとみられる文脈は234件で，ケア内容
として46の細項目に分類した．細項目は，連携したケア
内容と同様に，生活構造に即した16の大項目に分類し，
さらにサービスの種類別に４つに分類した（表３）．
連携しなかったケア内容抽出件数を大項目別にみる

と，「疾患」の54件が最も多く，次いで「心理社会面」
の37件，「社会資源」23件，「生活環境」18件の順であっ
た（図１）．「在宅医療看護処置」は項目としてあがって

こなかった．
サービスの種類別に抽出件数の多かった細項目をみる
と，「ADLに関する項目」では食事摂取介助８件，排泄
介助７件，入浴介助７件，「医療・看護に関する項目」
では症状への対応25件，生活習慣改善15件，予防的観察
８件，服薬管理７件，「社会的支援に関する項目」では
家族関係調節20件，在宅サービスの導入14件，生活身上
に関する相談10件，在宅サービスの調整９件，「IADLに
関する項目」では室内環境整備10件，掃除８件であった．
食事摂取介助，排泄介助，入浴介助等では，利用者の
状態に関する情報の共有がなく，看護師とヘルパーが
各々異なる方法でケアを提供していた．生活習慣改善で
は，食事のバランスや便秘傾向等に関してヘルパーの判
断でケアが実施されていた．在宅サービスの導入や在宅
サービスの調整では，事前の相談がなく各々が調整や導
入を行ない，ニーズに対応していなかった．家族関係で
は，家族の介護困難や虐待への対応について情報やケア
方針が異なっていた．症状への対応では，痴呆症状，疼
痛，眩暈等の症状に関する情報交換がなされていなかっ
た．服薬管理では，看護師からヘルパーへ服用の必要性
や副作用の情報が伝えられず服薬確認がなされていなか
った．掃除や室内環境整備では，転倒等の危険や衛生面
の問題が顕著なもの以外では，連携していなかった．

５．連携の方法

連携したとみられる268の文脈から，６つの連携の方
法を抽出した．抽出件数の最も多かったものは「連絡ノ
ート」の108件であり，次いで「電話」101件，「利用者
または介護者経由」31件，「同行訪問」23件，「会議」20
件，「主任ヘルパーが介在するもの」14件の順であった．
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図１　ケア項目別にみた連携の有無

図２　連携の方法



連携の方法を大項目別にみると，「清潔」では27件中連
絡ノートが13件と半数で，「電話」は２件と少なく，「同
行訪問」が６件，「利用者・介護者経由」が４件であっ
た．「社会資源」では「電話」とともに「会議」が多く
用いられ，「連絡ノート」の７件に対し，「電話」は17件，
「会議」は11件であった．また，「受診」では「連絡ノー
ト」６件に対し「電話」13件，「在宅医療看護処置」で
は「連絡ノート」４件に対し「電話」10件と，「電話」
が「連絡ノート」の２倍以上であった（図２）．
連携の方法を細項目別にみると，「会議」は在宅サー

ビスの調整や導入，「同行訪問」は入浴介助，「主任ヘル
パー介在」は在宅サービスの導入，家族関係調節，問題
行動への対応等に用いられていた．

１．連携しているケア内容

鎌田４）らが行なった全国調査では，連携している内容
として，病状や薬，医師への連絡等医療に関する内容が
多く，介護面では入浴に関するものが多かった．これら
の結果とは分類が異なるため単純に比較できないが，細
項目の点から見ると，本研究でも，症状への対応，服薬
管理，受診後の結果報告等医療に関わる内容や，入浴介
助に関して連携がなされており，同様の傾向であったと
考えられる．鎌田ら４）の調査に比べ，本研究で社会資源
に関わる内容が多く抽出されたことは，ゴールドプラン
の推進により，在宅ケアを支援する社会資源が増加した
ことが関係していると考えられる．
連携したケア内容として，「医療・看護に関する項目」
の抽出件数が多かったことは，介護職は法規定に照らし
て利用者の変化がなぜ起きたかという分析や判断を医師
や看護師等医療職にゆだねるべきである５）という考え方
と一致している．
一方で，「ADLに関する項目」の抽出件数が多かった

点は注目される．とりわけ，入浴介助や全身清拭，排泄
介助，食事摂取介助などにおいては，ホームヘルパーだ
けでは対処が困難な場面，病状変化が予測される場面で
連携がなされていた．慢性期であるとは言え何らかの疾
患を持つ高齢者に安全で安楽なケアを行なうためには，
ADL介助において看護師の専門知識や技術がヘルパー
に提供されることが必要だったためと考えられる．
ヘルパーの職務に含まれない「在宅医療看護処置」は，

全て看護師との連携の下で行なわれていた．在宅ケアでは
医師や看護師の指導の下でヘルパーが処置を実施すること
が利用者のより良い状態の確保につながるという見解６）も
あり，ケアを委嘱するにあたっては，看護師がヘルパーの
協力を得て利用者にとって安心してケアを受けることがで
きる状況を作り出すことが現実的な対応であると言える．

考　　察

このように，連携したケア内容は，看護師とヘルパー
の連携において，心身の状況を判断しあるいは専門知識
や技術を提供しケアの質を高めるという看護師の役割を
示唆している．これは，Harris７）がホームヘルスエイド
と共に働く看護師に求める「評価し，手順を示し，支援
し，監督する役割」，川村ら８）が訪問看護師に必要とす
る「全てのケア提供者が実施できるケア方法を提供する
能力」と一致するものであると思われる．

２．連携していないケア内容

介護困難や虐待等の「家族関係調節」が多く抽出され
たことは，ヘルパーサービスの必要性が家族の家事・介
護力と関連し，訪問看護サービスの必要性が利用者の心
身の状態と関連する９）ことから，家族のケアサービスの
ニードについて，看護師とヘルパーの間に認識の違いが
生じたためと思われる．また，今回の調査においても，
従来から指摘10）されているように，在宅サービスの導入
や調整を，看護師あるいはヘルパーが単独で決定してし
まう現状がみられた．同一拠点に所属していない看護師
とヘルパーの場合は，プライバシーを確保した上で利用
者の情報を相互に共有でき，ケアの質向上に役立てるよ
うな連携が必要であると言える．
「IADLに関する項目」においては，看護師は生理的

ニーズや安全のニーズ等に問題がない限り，ホームヘル
パーの職域であるとして積極的に介入していなかった．
「医療・看護に関する項目」で連携していない項目とし
ての「症状への対応」の抽出件数の多さは，保健や医療
に関する研修時間が短いヘルパー11）が症状に関するニー
ズを認識できなかったり，医療や看護に関することは看
護師の領域であるとして対応しなかったりしたためと考
えられる．また，「予防的観察」に関する抽出件数の多
さは，ヘルパーの職務ではないという看護師の遠慮によ
るものであったとしても，看護師の特徴である予防的視
点を十分生かしたケアを阻むものである．在宅ケアにお
いては，利用者中心という視点に立ったケア実現のため
に，看護師とヘルパーそれぞれが，互いの業務範囲をこ
えて対象を捉え，柔軟に対応することが必要であると思
われる．訪問看護は生活機能を基盤にした看護サービス
12）であり，在宅療養高齢者の看護ケアにおいては，日常
生活の中に健康問題の誘因が潜在していることから，生
活に密着した援助を行なっているヘルパーとの連携は不
可欠であると思われる．介護職が最も連携したい職種は
看護職である13）という報告もあり，本研究でも，ヘルパ
ーは「看護師の視点で生活を見てもらって安心」と語っ
ていた．このようなことから，看護師は生活者として対
象を見る目14）をもち，医療・看護，ADL，社会的支援，
IADLのいずれの項目に関しても，専門職として積極的
な介入を行なうことが必要と思われる．
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一方，ケア体制の不十分さから看護職が家事援助に携
わる15），制度上の制限からホームヘルプの代替機能とし
て訪問看護が提供されている16）という問題も，数は少な
いものの現実にあった．看護師とヘルパーが各々の職務
の領域を守るということが連携を阻むという指摘17）もあ
るが，各々の職務に照らして役割分担することがケアの
質を維持することに繋がるということは明らかである．
サービス量の不足をやむをえず代替で補うという連携の
あり方ではなく，個々の職務に基づく連携となるよう，制
度の改善や基盤整備への取り組みもまた必要と思われる．

３．連携の方法

連携方法の抽出件数を全体で見ると，「連絡ノート」
と「電話」がほとんどを占め，他の手段は少なかった．
「会議」は看護師やヘルパーの所属機関が異なるため時
間調整等の煩雑さから，また「同行訪問」は訪問回数制
限や訪問時間が重ならないようにという制度の要請から
用いられ難かったと思われる．一方，看護職と介護職が
チームを組んで訪問することは，「利用者だけでなくサ
ービス提供側にも安心感がうまれる」，「連携のための時
間やサービス提供時間が短縮される」等の効果がある18）

とされている．
在宅ケアにおいて効果的・効率的なケアを提供するため

には，両者がケアプラン作成時だけではなく積極的に「会
議」を開催することや，「同行訪問」という方法を用いる
ことができる日常的な協働体制づくりが必要と考えられる．

看護師とヘルパーが連携したケア内容および連携しなか
ったケア内容は，高齢者の生活全般におよんでおり，看
護師とヘルパーのサービス全てにかかわるものであっ
た．連携したケア内容は連携しなかったケア内容に比較
して，「在宅医療看護処置」，「服薬」，「受診」に関する
ものが多く抽出された．連携しなかったケア内容は連携
したケア内容に比べて，「心理社会面」，「生活環境」に
関するものが多く抽出された．
連携のあり方として，利用者の療養生活や医療等の情
報を理解し，問題やそれに対応するケア方針やケア方法
を共有しつつ，各々の職務に照らしてケアを分担するこ
とが必要であると思われた．また，連携における看護師
の役割として，専門的知識技術の提供，生活全体を見据
えた看護介入の必要性が示唆された．
連携方法では，主に「連絡ノート」や「電話」が用い
られていたが，連携の推進のためには，「会議」や「同
行訪問」等が重要と考えられた．

ま と め
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and the home helper in domiciliary care of the elderly
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The purpose of this study was to explore collaboration between visiting nurses and home helpers during
care of elderly persons living at home. The subjects of this study were visiting nurses and home helpers
who performed domiciliary care for the same elderly persons. The method of collecting information was by
interview with open-ended questions. Data were analyzed by content analysis.
As a result, 268 contexts and 234 contexts were classified into the categories of "collaboration" and "non-

collaboration", respectively. Both sets of contexts were divided into 13 care items that included various
problems in the daily life of the elderly. For items such as "Medical treatment" and "Consulting a doctor",
"collaboration" was found more often than "non-collaboration". On the other hand, for items like
"Emotional support" and "Home environment", "non-collaboration" was found more often than
"collaboration".
The visiting nurse and the home helper collaborated in 6 ways. They used care notes and telephone calls
as the main means of communication.
The role of the visiting nurse is to collaborate with the home helper by providing technical knowledge
and suggestions for coping with the problems of the elderly encountered by the home helper. Holding
meetings and visiting together were considered to be useful means for encouraging collaboration between
the visiting nurse and the home helper.
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